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学校に登校していない児童生徒*1の新規発生の抑制に向けて 

－全ての教職員で行う発達支持的生徒指導の充実を通して－ 
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[要約] 学校に登校していない児童生徒の対応では新規発生の抑制が重要視され、安全・安心な居場所と
なる学校づくりが求められている。学校を休み始める要因は多岐にわたることから、新規発生を抑制する
ためには、児童生徒の実態と生徒指導実践上の四つの視点を踏まえた発達支持的生徒指導を充実させるこ
とが有効であると考えた。本研究で把握した学校の実態に基づいた校内研修を実践し、効果を検証したと
ころ、発達支持的生徒指導の理解と、児童生徒の実態を踏まえた実践に有効であった。 
[キーワード] 発達支持的生徒指導、生徒指導実践上の四つの視点、居場所となる学校づくり 

１ はじめに 

(1) 研究の背景 

全国的に学校に登校していない児童生徒数が増加

傾向にある中、令和５年度児童生徒の問題行動・不

登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（宮城県分）

結果1)によると、学校に登校していない児童生徒出

現率は宮城県で小学校 2.74％、中学校 8.32％と小・

中学校合計で見ると全国最多となった。高等学校の

出現率は3.58％と令和４年度よりも増加しており、

宮城県においても学校に登校していない児童生徒数

の増加は大きな課題であると言える。 

学校に登校していない児童生徒の要因に関する先

行調査のまとめである、令和３年10月不登校児童生

徒の実態把握に関する調査報告書2)、令和６年３月

不登校の要因分析に関する調査研究報告書3)からは、

要因は特定のことに偏らず多岐にわたること、教職

員と児童生徒・保護者間で要因の捉え方にかい離が

見られることが分かる。教職員が一人一人の要因に

ついて全てを把握することは難しいことから、児童

生徒が欠席し始めてからの事後対応だけでなく、日

常的な教育活動の中で、全ての児童生徒を対象とし

た働き掛けを充実させ、生徒指導上の諸課題を未然

防止することが重要である。 

生徒指導リーフLeaf.224)では、「不登校状態が解

消される児童生徒がいる一方で、それを上回る不登

校児童生徒が新たに出現している」ことから、継続

数と新規数に分けて考えて対応していくことの重要

性について示された。また、新規数に着目した取組

として、「全ての児童生徒にとって『不登校にならな

い魅力ある学校づくり』を進めること」*2が示されて

いる。  

これらのことから、学校に登校していない児童生

徒数の新規発生の抑制に向けた研究をすることとし

主題を設定した。 

(2) 先行研究より 

学校に登校していない児童生徒の新規発生の抑制

を目的とした先行研究に、魅力ある学校づくり調査

研究事業5)がある。これは児童生徒を対象に４項目

の意識調査を実施し、全教職員で居場所づくりと絆

づくりについて「課題・目標の設定→実践→点検→

課題・目標の見直し」のＰＤＣＡサイクルに取り組

むものである。令和３年度から４年度の成果には「教

職員の生徒指導に対する意識が変化（未然防止の重

要性への理解）し、行事・授業等への取組方が変化

した結果、学校が児童生徒にとって魅力的な場とな

ったことで改善につながった」とある。また「発達

支持的生徒指導を充実させていくことが、生徒指導

上の諸課題を解決するために必須である」と結論付

けている。 

これを受けて令和５年度からはこどもの発達を支

える生徒指導に関する調査研究事業6)が開始された。

学習指導と生徒指導の一体化を軸とし、学校の魅力・

Well-beingの向上が生徒指導上の諸課題の未然防止

にもつながるとしている。従来の居場所づくりと絆

づくりに加え、魅力ある学校づくり調査研究事業で

成果が報告されている生徒指導実践上の四つの視点

に重点を置くことが示された。 

(3) 研究目標 

学校に登校していない児童生徒の新規発生の抑制

に向けて、全ての教職員による発達支持的生徒指導

の具体化を図り、居場所となる学校づくりの在り方

を明らかにする。 

(4) 居場所について 

本研究において居場所は、児童生徒が「心地よい

と感じられる」「ここにいてよいと思える」「ここに

いたいと思える」場所とし、教職員が生徒指導実践

上の四つの視点を意識した発達支持的生徒指導を充

実させることで、児童生徒が「大切にされている」

「互いに認め合える」「自己決定ができる」「安全・
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安心な環境である」と感じられる場とする。学校に

居場所が生まれることで児童生徒は学校に登校した

いと感じ、学校に登校していない児童生徒の新規発

生の抑制が実現できると考える。 

(5) 発達支持的生徒指導について 

本研究において発達支持的生徒指導は、生徒指導

提要7)で示されている「特定の課題を意識すること

なく、全ての児童生徒を対象に、学校の教育目標の

実現に向けて、教育課程内外の全ての教育活動にお

いて進められる生徒指導の基盤となるもの」「全ての

児童生徒にとって、学校、とりわけ所属する学級・

ホームルームが安全・安心な居場所となるような取

組」のことを指すこととする。 

(6) 生徒指導実践上の四つの視点について 

 本研究における生徒指導実践上の四つの視点とは、

生徒指導提要で示されている以下の四つとする。 

・自己存在感の感受 

・共感的な人間関係の育成 

・自己決定の場の提供 

・安全・安心な風土の醸成 

２ 宮城県における生徒指導の現状 

(1) 宮城県の新規発生の抑制に向けた取組 

平成25年に発行された不登校への対応の在り方に

ついて8)では、新たな不登校を生まない取組として

未然防止と初期対応が示されている。以降同リーフ

レットは改訂が重ねられ、令和３年８月に最新版9)

が発行された。平成25年度から継続的に学校に登校

していない児童生徒の新規発生の抑制の必要性につ

いて示している。 

また、みやぎ「魅力ある・行きたくなる学校づく

り」推進事業10)がこれまでに合計15市町にて実践さ

れ、令和５年度の新・宮城の将来ビジョン成果と評

価11）では、推進地区全ての中学校で学校に登校して

いない児童生徒の新規発生数が減少したと報告され

た。さらに、令和７年11月宮城県公表の令和６年度

生徒指導に関する調査結果について12)では、令和６

年度の学校に登校していない児童生徒数が前年度と

比較し全校種で減少したことについて「各学校で実

施している『魅力ある・行きたくなる学校づくり』

の成果が現れていると考えられる」としている。 

(2) 教職員実態調査 

宮城県内において、全ての児童生徒への働き掛け

である発達支持的生徒指導の理解と実践がどの程度

広がっているか調査を行った。調査対象は、令和７

年度教育課題研究研修員の所属校３校（小学校１校、

中学校１校、高等学校１校）と、宮城県総合教育セ

ンターの研修会に参加した教職員の有効回答者数

425名である（調査期間：令和７年９月18日から10月

17日、調査方法：オンラインアンケートフォーム）。 

この調査から、半数以上の教職員は発達支持的生

徒指導を「知らない」と回答した（図１）。「知らな

い」と回答した235人に、発達支持的生徒指導を説明

した上で、それに当たる働き掛けを行ったことがあ

るか質問した。その結果178人が「行ったことがある」

と回答し（図２）、「知っている」と回答した人数と

合わせると全体の８割以上となった。 

図１ 発達支持的生徒指導の    図２ 知らないを選択した 

認知度                         教職員の実践状況 

このことから、発達支持的生徒指導の働き掛けは

多くの教職員によって行われているが、その多くは

無意識的な実践である可能性が示唆される。 

また、日頃行っている発達支持的生徒指導を自由

記述で問うと、「賞賛」や「日常的な声掛け」等が多

く、生徒指導実践上の四つの視点の「自己存在感の

感受」に関する働き掛けが特に行われていると考え

られる。  

３ 意識調査 

(1) 目的 

児童生徒が安心して登校できる要因を把握し、居

場所となる学校づくりの具体を探る。 

(2) 調査対象 

① 令和７年度教育課題研究研修員の所属校３校

（小学校１校、中学校１校、高等学校１校） 

② 対象学年（小学校１年生から高等学校４年生*3） 

③ 有効回答者数607人（小学生264人、中学生296人、 

高校生47人） 

(3) 調査期間 

・令和７年10月３日から10月17日 

(4) 調査方法 

・オンラインアンケートフォームまたは質問紙 

(5) 調査結果 

「①学校に毎日行きたいと思いますか」の回答（表

１）と「②どんな学校であれば、安心して登校する

ことができますか」の回答（表２）をクロス集計し

た図３から図６について、生徒指導実践上の四つの

視点と関連付けながら述べていく。クロス集計につ

いては、質問の表現が同じ小学校４年生から高等学

校４年生までの494人を対象としている。 
表１ ①学校に毎日行きたいと思いますか。に対する児童生徒 

の回答結果（ｎ＝607） 

そう思う 
どちらかというと 

そう思う 
どちらかというと 

そう思わない 
そう思わない 

50.4% 33.8% 10.4% 5.4% 
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表２ ②どんな学校であれば、安心して登校することができ 

ますかますか。の質問項目一覧 

図３ ①で「そう思う」を選択した児童生徒の②の回答 

（回答者数228人、総回答数684）３項目選択 

図４ ①で「どちらかというとそう思う」を選択した児童生徒 

の②の回答（回答者数186人、総回答数558）３項目選択 

図５ ①で「どちらかというとそう思わない」を選択した児童生 

徒の②の回答（回答者数58人、総回答数174）３項目選択 

図６ ①で「そう思わない」を選択した児童生徒の②の回答  

（回答者数22人、総回答数66）３項目選択 

まず、図３から図６全てにおいて「ウ 仲の良い

友達がいる」が高い割合を占めていることから、登

校することに対して肯定的・否定的に関わらず、全

ての児童生徒に対して「共感的な人間関係の育成」

は重要である。また、「ア 授業がおもしろい、分か

りやすい」の割合も高いことから、分かる授業づく

りの実践も重要である。それに対し、教職員実態調

査で最も実践事例の多かった「自己存在感の感受」

に関連がある、「オ 自分のことをほめたり認めたり

してもらえる」は、全てにおいて15％程度の回答率

となり、他と比較して高い割合ではない。この結果

については、教職員による「自己存在感の感受」に

関する働き掛けが多いことで、回答率が低下してい

ることも考えられる。 

図３は、「学校に毎日行きたいと思いますか」に対

して「そう思う」、図４は「どちらかというとそう思

う」と回答した児童生徒が安心して登校できる要因

である。両者は、全ての項目においておおむね同じ

傾向にあることが伺える。アとウの割合が特に高い

ことも共通しており、「授業」「友達」に関して安心

できることで登校に肯定的になると考えられる。図

３、図４の回答児童生徒数は図３から図６全体の

83.8％を占めることから、「授業」「友達」に関して

安心できる学校づくりをすることが重要である。 

図５「どちらかというとそう思わない」と回答し

た児童生徒については、「授業」「友達」の割合が高

いことは変わらないが、「授業」に関する回答率が「友

達」に関する回答率と同率となっている。また、「授

業」「友達」に次いで「ケ いじめがないうえに、人

を傷つける人がいない」の回答率が高くなっており、

「カ 困ったときに助けてもらえる」の回答率が図

３から図６の中で最も高くなっている。このことか

ら、学習や友人関係について困り感を抱えている児

童生徒の割合が多いことが推測される。そのため、

授業を含む学校生活全般において、傷つけられず、

安心できる環境を整えることが必要と考えられ、「安

全・安心な風土の醸成」に加え、「共感的な人間関係

の育成」の充実が求められると言える。 

図６「そう思わない」と回答した児童生徒につい

ては、「友達」に次いで「キ 自分で学び方や過ごし

方を決められる」の回答率が高い。このことから、

学び方や過ごし方について「自己決定の場の提供」

があることで安心して登校できる児童生徒が多いこ

とが分かる。 

教職員実態調査の結果において、最も行われてい

る働き掛けは「自己存在感の感受」に関するもので

あることに対し、児童生徒意識調査から、全ての児

童生徒が安心して登校できる学校とするためには、

他の三つの視点に関する働き掛けの充実も重要であ

るということが分かった。教職員の働き掛けと児童

生徒の意識にかい離があることから、児童生徒の実

態を踏まえた発達支持的生徒指導が求められている。 

100％ 

学校生活や授業の決まりが分かりやすく、守られている 

100％ 

100％ 

100％ 

100％ 
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４ 実践調査に向けて 

(1) 居場所プログラム「Ｉ
い

―Ｂａｓｈｏ
ば し ょ

ラボ～明日

も登校したくなる学校を目指してできること～」

の作成に向けて 

各種調査の結果から、学校に登校していない児童

生徒の新規発生の抑制に向けて、以下の①から③の

点について広く普及し、居場所となる学校づくりを

実現していくことが必要であると考えた。 

① 新規発生の抑制の必要性と、その実現に向けて

生徒指導実践上の四つの視点を意識した発達支持

的生徒指導が有効であることの理解を深めること。 

② 日常的な働き掛けを児童生徒の実態を踏まえた

意図的なものにしていくこと。 

③ 児童生徒にとって居場所となる学校づくりを、

組織的・継続的な取組にすること。 

①は、本研究のこれまでの調査結果について根拠

を持って提示することで理解促進を図ることができ

ると考える。②は、児童生徒の実態、教職員の見立

てや対応状況等に差があることを踏まえると、一律

の内容では実効性に欠けるのではないかと考えた。

そこで、①の理解を深める内容に加えて、魅力ある

学校づくり調査研究事業のＰＤＣＡサイクルの一部

である「児童生徒の意識調査を基に全教職員で課題・

目標設定する」取組を県内各校で実践することがで

きれば、児童生徒の実態を踏まえた具体的な働き掛

けの検討を通し、生徒指導実践上の四つの視点を意

識した発達支持的生徒指導の理解と実践につながる

と考えた。③については、同先行研究に加えて、み

やぎ「魅力ある・行きたくなる学校づくり」推進事

業の取組のＰＤＣＡサイクルモデルと、その成果を

紹介することで、取組を継続的なものにする有用性

の理解を図ることができると考えた。 

①から③について、県内各校での居場所となる学

校づくりを推進していくための、汎用性のある居場

所プログラムを開発することとした。内容としては、

①から③について基礎知識として学ぶことができる

スライドの作成、②について、本研究で実施した教

職員意識調査と児童生徒意識調査のまとめと、生徒

指導実践上の四つの視点で取組を整理して考えるこ

とのできるワークシートの作成を行った。③につい

ては、居場所プログラムの有効性と効果的な活用事

例について実施後のアンケートにて検証することと

した。知識の理解の深化と、居場所プログラム内で

考案した取組における実効性の向上に向け、以下の

二つの手立てを講じた。 

ア 居場所となる学校づくりの全体図の提示 

居場所となる学校づくりについて、発達支持的生

徒指導や生徒指導実践上の四つの視点、学校に登校

していない児童生徒の新規発生の抑制等との関連性

を示した居場所となる学校づくりの全体図（図７）

を示し、理解の深化を図る。 

図７ 居場所となる学校づくりの全体図 

イ 協働で実践する取組を決める場の設定 

児童生徒の居場所となる学校づくりに向けた取組

が実行されるために、グループワークで「明日から

実践する発達支持的生徒指導の具体的な取組」を決

める場を設定した。その際には、児童生徒の実態や、

生徒指導実践上の四つの視点を基に考えてもらうこ

とでより意図的な取組となるようにした。また、学

年部を主体としたグループ編成とすることで、話合

いが学年経営の現状に即したものとなり、取組の実

効性が高まると考えた。 

(2) 実践調査に向けて 

居場所プログラムを校内研修の形態で実施し、発

達支持的生徒指導の充実への効果を検証した。 

① 研修会の内容 

研修内容は以下のように設定した。 

・生徒指導の理解を深める編（15分） 

・子供たちの発達を支える編（30分） 

ア 生徒指導の理解を深める編 

この内容は、学校に登校していない児童生徒対応

における生徒指導について理解を深めることを目的

としている。学校に登校していない児童生徒の要因

調査（先行調査）や宮城県内の児童生徒意識調査の

結果を提示し、根拠を示すことで教職員の実践意欲

を高めていく。 

イ 子供たちの発達を支える編 

この内容は、ア 生徒指導の理解を深める編の内

容を踏まえた上で、実際の働き掛けを考え、実践に

つなげることを目的としている。教職員対象の意識

調査で出された発達支持的生徒指導の事例から、日

常的な働き掛けが発達支持的生徒指導に当たるとい

うことを理解した上で、各自が行っている取組を付

箋に書き出し、生徒指導実践上の四つの視点に分類

する。その後、付箋の内容をグループワークで他の

教職員と共有し、明日から実践する働き掛けを各グ

ループで一つ決め、確実な実践につなげる。この活

動を通して、日常的な働き掛けを生徒指導実践上の

四つの視点で整理し意図的な働き掛けとしていくこ

との重要性と、他者と情報共有し働き掛けを改善し

ていくことの有用性を理解する。 

グループで出された取組を全体共有した後に、み

やぎ「魅力ある・行きたくなる学校づくり」推進事

業の取組と成果を紹介し、ＰＤＣＡサイクルを構築

する必要性を認識できるようにする。 
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② 実践調査の実施方法 

実践調査は、長期研修員が進行を務め、居場所プ

ログラムのスライドを活用し校内研修の形態で実施

する。ワークシートは、個人用とグループワーク用

を同じ構成とし、働き掛けを記入した付箋を生徒指

導実践上の四つの視点に整理することができるもの

とした。 

５ 実践研究 

(1) 実践調査（校内研修）の実施 

① 研修目的 

・生徒指導について、理解を深めること。 

・児童生徒が明日も登校したくなるための手立てを

具体化すること。 

② 対象 

居場所プログラム「Ｉ―Ｂａｓｈｏラボ～明日も

登校したくなる学校を目指してできること～」を用

いて、以下に示す学校で実践調査を行った（表３）。 

表３ 実践調査の実施校・対象・実施日の一覧 

(2) 実践調査後のアンケート結果及び成果と課題 

実践調査後に実施したアンケートから、居場所プ

ログラムが、発達支持的生徒指導の理解と実践に有

効であったかを検証した。 
表４ 実践調査後アンケートの結果（n=40） 

アとイどちらの項目においても、回答した全ての

教職員から肯定的回答が得られた。居場所プログラ

ムを用いた校内研修は、生徒指導実践上の四つの視

点を意識した発達支持的生徒指導の必要性の理解を

深め、実践に向けた働き掛けを考えることに有効で

あると言える。 

自由記述の回答では、「データを用いた説明が分か

りやすかった」「要因分析の結果から教師が原因で不

登校になる児童生徒がいることが分かったので責任

を持って指導したい」等、各種データや児童生徒意

識調査の結果等具体な数値を示すことで児童生徒理

解が深まり、実践意欲の向上につながることが分か

った。 

生徒指導実践上の四つの視点については、「これま

での実践を論理的に整理することで取組をイメージ

しやすかった」や「これまでの実践に自信が持てた」

等肯定的な意見が多かった。また、グループワーク

での協働の活動を通して、「新たな気付きを得た」「児

童生徒の実態を踏まえたことで具体的に手立てを考

えることができた」等、肯定的な意見が多かった一

方、「もっと時間をとって議論がしたい」「考えた方

法を実践してみてどうだったか紹介し合いたい」等、

研修内容を更に深めたい、発展させたいという意見

も見られた。グループワークの時間を保障したり、

居場所プログラムに継続性・発展性を持たせたりす

る必要がある。 

(3) ３週間後のアンケート結果及び成果と課題 

実践調査に参加した教職員を対象に、３週間後に

アンケートを実施した。居場所プログラムを用いた

校内研修が発達支持的生徒指導の実践につながった

か、協働の取組の設定が、教職員の実践や改善に有

効であったか、実践の継続性はあったか等について

検証した。 

表５ ３週間後のアンケート結果（n=29）*4 

ア 日常的な働き掛けをする際に、発達支持的生徒指導であ

ると意識するようになりましたか。 

以前から 

意識していた 

研修会を通して意識

するようになった 
意識していない 分からない 

44.8% 55.1% 0.0% 0.0% 

イ グループワークで話し合って決めた取組を実践できまし

たか。 

実践できた 実践できなかった 

89.7% 10.3% 

ウ 実践できた頻度として近いものを次の中から選んでくだ 

さい。実践できたと回答した方のみ（n=26） 

毎日１回以上 週に２～３回以上 
１～２週間に 

１回程度 
その他 

50.0% 26.9% 19.0% 4.0% 

エ 実践した取組について教職員間で振り返りを行いました 

か。実践できたと回答した方のみ（n=26） 

毎日行った 
週１回程度 

行った 

今後行う 

予定である 
行っていない 

個人で 

振り返った 

3.8% 15.4% 50.0% 15.4% 15.4% 

アではアンケートに回答した全ての教職員が肯定

的回答であった。研修内容の理解の深まりから、働

き掛けが無意識なものから発達支持的生徒指導であ

るという意図的なものへと変化したと言える。 

イでは９割程度の教職員が実践できたと回答して

いる。児童生徒の実態を基に必要感のある取組を協

働で設定することで、やるべきことが明確化し実効

性が増すと考えられる。実践できなかった理由とし

ては、グループワークで決めた取組の場面に接する

機会がない、実践する時間がない等の回答が挙げら

れた。また、アンケートに回答していない教職員が

いることを踏まえると、実践につながった割合は調

査結果より少なくなることも考えられる。グループ

ワークの際に、明日から実践できるという視点を強

調したり、確実に実践につなげるための手立てを講

じたりする必要があったと考える。 

ウでは、「毎日１回以上」が最多で５割を占めてい

るものの、実践調査参加者全体で見ると３割程であ

る。グループワークで決めた取組が毎日実践できる

実施校 対象（参加人数） 実施日 

Ａ小学校 教職員（20名） 11月25日 

Ｂ中学校 教職員（24名） 11月26日 

ア 本研修会を通して、内容を理解することはできましたか。 

とても理解できた 
どちらかというと

理解できた 

どちらかというと

理解できなかった 
理解できなかった 

85.0% 15.0% 0.0% 0.0% 

イ グループワークを通して、児童の実態に応じた発達支持的生

徒指導による働き掛けを考えることができましたか。 

考えることが 

できた 

どちらかというと

考えることができた 

どちらかというと考える

ことができなかった 

考えることが 

できなかった 

77.5% 22.5% 0.0% 0.0% 
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取組ではなかった場合も考慮する必要があるととも

に、日常的に取り組める働き掛けの具体例を示す必

要性があったと考える。 

エでは、「今後行う予定である」が５割で最多とな

り、「行っていない」「個人で振り返った」を含める

と、８割以上となった。教職員間での振り返りにつ

いては、ＰＤＣＡサイクルの例を示したのみであっ

たため、振り返りの具体的な日程を事前に設定した

り、居場所プログラムの継続的な活用方法を示した

りする必要がある。 

グループワークで決めた取組以外に実践した発達

支持的生徒指導を自由記述で聞いた項目において出

された事例を以下に示した。事例の内容から、当て

はまると考えられる生徒指導実践上の四つの視点に

ついて（ ）内に示している。 

・ある程度自由という幅を与えて子供たちに企画を

考えさせている。みんなが楽しむためにはどうし

たらよいかを考える機会を持てるようにしている。

(自己決定の場の提供) 

・給食指導で、教員が手伝っていた場面を生徒の手

によって行わせる等、生徒同士での問題解決の場

面を数多く設定している。また、挨拶の指導等を

行い、コミュニケーションのきっかけを与えたり

賞賛したりする場面を増やしている。（共感的な人

間関係の育成、自己存在感の感受） 

・活動の際に「見通しを持たせる」ことを意識して

実践をしている。（安全・安心な風土の醸成） 

取組事例を見ると、自己存在感の感受に偏らず、

生徒指導実践上の四つの視点全てについて意識され

た働き掛けとなっていた。 

実践した感想についての自由記述での回答では、

以下のような児童生徒の変容が挙げられた。 

・４人グループごとに、互いに褒め合う活動を行っ

た。褒められた児童の顔には笑顔が見られ、うれ

しそうである。 

・役割分担を明確にした少人数のグループワークを

授業で行った。一人一人の役割を重要視させるこ

とで責任を持って取り組む様子が見られた。 

・自己調整学習を行った。最初は困惑している生徒

も、実践を重ねていくことで動きが活発になり、

問題が解けたり教え活動をしたりする中で自己肯

定感の向上につながっている様子が見られる。 

これらの他にも児童生徒の変容について回答があ

り、全てが肯定的な内容であった。実践することで

児童生徒が変容し、発達支持的生徒指導の有効性に

ついて実感できたという感想が多かった。 

(4) 実践調査の成果と課題、改善点 

① 成果 

・児童生徒の実態や生徒指導実践上の四つの視点を

意識した発達支持的生徒指導についての理解を深

めることができた。 

・児童生徒の実態を踏まえることで、取組に必然性

が生まれた。 

・生徒指導実践上の四つの視点を意識しながら取組

を考えることで、これまでの実践を理論的に整理

したり実践につなげたりすることができた。 

② 課題 

・居場所プログラムの実施により見いだした取組を

確実に実践につなげたり、継続性や発展性を持た

せたりするための手立てが必要である。 

・居場所プログラムを県内各校への普及・促進し、

発達支持的生徒指導の日常化を図るために、汎用

性を高める必要がある。 

③ 改善点 

・取組に実効性を持たせるため、話合いの条件を明

確に設定する。 

・取組を継続的・発展的なものにするために、居場

所プログラムの活用例（研修会の持ち方、研修会

後のＰＤＣＡサイクルの実践例等）を示す。 

・発達支持的生徒指導の日常化をねらい、学校生活

の場面ごとの日常的な働き掛けの具体例を示す。 

・進行役がいなくても居場所プログラムを実施でき

るよう、動画を作成する。 

・ホームページやリーフレットを作成し、居場所プ

ログラムの県内への普及・促進を図る。 

６ まとめ 

(1) 研究の成果 

実態調査から、宮城県内において発達支持的生徒

指導を知っている教職員が約半数であることや、教

職員の働き掛けと、児童生徒が必要としている働き

掛けにかい離があることが明らかになった。児童生

徒が必要としている、生徒指導実践上の四つの視点

を意識した発達支持的生徒指導について学び、具体

策を考えることができる機会の設定が必要だと考え、

居場所プログラムを開発した。居場所プログラムに

より、児童生徒の実態を踏まえた発達支持的生徒指

導を行うことの必要性について理解を深め、具体的

な取組を実践することに一定の効果が見られ、児童

生徒の前向きな行動変容が見られた。 

(2) 提言 

① 児童生徒の実態を踏まえた発達支持的生徒指導

の実践の普及による教職員の対応力向上 

・学校に登校していない児童生徒の要因は多岐にわ

たることから、教育活動全般における、全ての児

童生徒に対する働き掛けが求められる。 

・児童生徒の実態を踏まえた生徒指導実践上の四つ

の視点を意識した発達支持的生徒指導が「学校に

登校していない児童生徒の新規発生の抑制」につ

ながる一つの方法であると考えられる。 

・日常的な取組を生徒指導実践上の四つの視点で整

理することで、実践を意識的なものにできると考

えられる。 
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②  学校に登校していない児童生徒の新規発生の抑

制につながる調査の継続・拡充 

教職員が児童生徒の学校に登校しない要因の全て

を把握できないことから、児童生徒の実態を踏まえ

て効果的と考えられる発達支持的生徒指導を全ての

教職員で考え、実施し、振り返りができる機会を設

定することが重要であると考えられる。 

(3) 今後の展望 

① 教職員の意識と行動の変容 

 今年度の研究から、教職員の発達支持的生徒指導

についての理解が約半数であることと、教職員の取

組と児童生徒が求める働き掛けにかい離があること

が分かった。そのため、児童生徒の実態を把握し、

生徒指導実践上の四つの視点を踏まえた発達支持的

生徒指導の重要性を理解させ、全ての教職員で取り

組んでいく必要がある。 

② 居場所となる学校づくりの普及・定着 

今回、居場所プログラムを一度行っただけでは取

組を継続的・発展的なものにすることが難しいこと

が明らかになった。みやぎ「魅力ある・行きたくな

る学校づくり」推進事業を参考に、各校の実態に応

じたＰＤＣＡサイクルに基づいた実践を県内各校に

普及するための手立てを検討する必要がある。 

③ 取組の日常化 

 発達支持的生徒指導を教育活動全般において充実

させていくために、取組を日常化する必要がある。

実践調査ではグループワークで決めた取組以外の実

践状況について詳細を明らかにできていない。居場

所となる学校づくりに向けて発達支持的生徒指導を

多くの場面で充実させることができるような手立て

を検討する必要がある。 

学校が児童生徒にとって安全・安心な居場所とな

り、“明日も学校に登校したい”と思えるよう、今

後も研究を進めていく。 

 

【注釈】 
*1 学校に登校していない児童生徒とは、宮城県で  

不登校に代わる別称としている。 

*2 引用文における二重鉤括弧は筆者による。 

*3 調査対象校が定時制高校のため、４年生まで在籍。 

*4 調査結果の割合は小数第２位を四捨五入している 

ため、合計しても 100 にならない場合がある。 
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【図表等の許諾について】 
アンケート調査結果は、研究目的にのみ使用するこ
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